
１１１１　　　　総括総括総括総括((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））
((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算）））） 　　　　　　　（注）１　職員手当には退職手当を含まない。      ２　職員数は、平成20年４月１日現在の人数である。((((3333) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

16.1　　　　　千円
名護市名護市名護市名護市のののの給与給与給与給与・・・・定員管理等定員管理等定員管理等定員管理等についてについてについてについて

　　　　　　％582,282 4,833,734
給与費 B/A

29,977,539区　　分
実 質 収 支人　

789,180 3,042,359職員数　　　　　　Ａ人 　　　　　千円 千円
区分 歳 出 額　　　　　　Ａ住民基本台帳人口　　　　　（20年度末） 19年度の人件費率　　　　　　　　　　　％18.7人 件 費　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ人 件 費 率 （参考）
年度
年度20
20

　　　　　千円
287,081

　　　　　　　千円59,742
532 1,966,098 6,397給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ千円 千円一人当たり5,719 （参考）類似団体平均千円給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費千円

105

（例）

1

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））　　　　①一般行政職 歳 円 円 円歳 円 円 円歳 円 円歳 円 円 円国 41.5 370,103391,77043.9

平均給与月額（国ベース）区　　分 平均年齢 平均給料月額名護市沖縄県 398,310類似団体 340,910353,251318,80042.5 358,564367,066314,630 ―
平均給与月額42.4 325,521338,592

(H16)93.4
(H16)97.3 (H16)98.2(H21)94.1 (H２１)97.3 (H21)98.3
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95

100
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名護市 類似団体平均 全国市平均

（例）

1



　　　　②技能労務職
歳 人 円 円 円歳 人 円 円 円 歳 円歳 人 円 円 円 歳 円歳 人 円 円 円歳 人 円 円歳 人 円 円 円

円 円円 円3,027,300※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成18～20年の３ヶ年平均）※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前うち用務員
類似団体国 48.449.2

50.1

―（Ｄ）民間 Ｃ／Ｄ
340,898 ―311,057 ―区　　分名護市 2.0うち調理員 4,876,090 3,463,000 1.4―

― ――――――
― 1.2255,00054.5 214,000―43.7名護市うち用務員うち調理員 （国ベース）平均給与月額（Ａ）平均年齢

285,548
参考（Ｂ）平均給与月額民　　　間 Ａ／Ｂ対応する民間の類似職種 平均年齢292,345

322,737 調理員用務員48.8 ――298,87048.9 277,359359,78327 1.7―――
区　　分

―365,867

6,044,578
参考年収ベース（試算値）の比較 ―

378,581沖縄県 363,033327,925380 323,5086 357,657
公務員（Ｃ）

公　務　員3355.5 294,026311,051 306,573平均給与月額平均給料月額職員数

2

　　　③教育職 歳 円 円歳 円 円歳 円 円（注）１　「平均給料月額」とは、平成20年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお　　　　いて明らかにされているものである。　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再　　　　計算したものである。((((2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 －円 円 －((((3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円経験年数１０年

416,083286,836

経験年数１５年

平均給料月額 平均給与月額

沖縄県135,897

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

高　校　卒一般行政職 122,050

43.6 364,300類似団体

経験年数２０年346,533

366,625
名護市 国167,034 172,200

342,414

133,084

名護市 38.8 277,336区　　分 平均年齢沖縄県
区　　　　　分

一般行政職 253,675
大　学　卒高　校　卒中　学　卒 140,100131,500

44.0

大　学　卒 253,100191,200高　校　卒
140,100技能労務職

296,000 125,324区　　　　分 305,350
172,200
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））人 ％人 ％人 ％人 ％人 ％人 ％人 ％（注）１　名護市区町村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
  

標準的な職務内容
４級 係長、主査及びこれらに相当する職の職務高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事及びこれに相当する職の職務区　　分１級 62
６級 66５級
２級３級

2.911.5困難な業務を所掌する課長、室長、支所長、館長、主幹及びこれらに相当する職の職務７級 1143
特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事及びこれに相当する職の職務課長、室長、支所長、館長、主幹及びこれらに相当する職の職務
主事及びこれに相当する職の職務 職員数

17128 34.24.517.712.647 16.6構成比
部長、教育次長、議会事務局長、消防長、参事及びこれらに相当する職の職務

４級34.2% ４級５級4.5% ５級6.6%６級11.5% ６級10.0% ６級
７級2.9% ７級2.9% ７級4.6%８級11.3% 9級3.5%

60%

70%

80%

90%

100%

3

　（注） 平成18年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　 　　統合）　　　　　((((2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況　 　昇給は、職員の勤務成績について、その者の職務について監督する立場にあるものの証明を得て行う。証明が得られない職員は昇給しない。
１級12.6% １級9.7% １級2.4%２級16.6% ２級18.2% ２級8.3%
３級17.6% ３級17.6% ３級13.2%
４級34.2% ４級35.0% ４級13.4%

５級4.5% ５級6.6%
５級4.3%

６級11.5% ６級10.0% ６級39.0%
７級2.9% ７級2.9% ７級4.6%８級11.3% 9級3.5%
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平成２１年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況((((1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当 千円 千円（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 月分  月分  月分  月分  月分  月分（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置・職務の級により５～15％の加算 ・役職加算　５～20％ ・役職加算　５～20％・管理職加算　10％ ・管理職加算　10～25％（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。((((2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成21212121年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分その他の加算措置 その他の加算措置　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算）33.50 59.28

１人当たり平均支給額（20年度）
1.6 0.7

59.28 47.5033.50

1,592―― ― 1.35 0.751.6
23.50

１人当たり平均支給額（20年度）名護市 沖縄県

59.28

3.00

59.28

4.35

23.5047.50

1,482 3.00

30.5541.34

国

30.5541.3459.28

―

国名護市
1.5

59.28

4

　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算）１人当たり平均支給額　　　　 千円（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２０年度に退職した職員に支給された平均額である。((((3333) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成21212121年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 千円　円　％
日額　150円日額　290円
左記職員に対する支給単価月額　2,500円月額　3,500円

56,000

月額　2,000円保健師

27.612主な支給対象職員市税の賦課、調査、検査及び評価を本務とする職員市税の徴収及び滞納金処理に出向いた職員感染病予防作業等に従事する職員 感染症患者若しくは感染症の疑いのある患者の救護又は汚染の疑いのある物件、場所の消毒その他の処理作業又は家畜伝染病の防疫作業に従事した職員保健師業務 日額　2,500円日額　1,000円

支給実績（平成20年度決算） 8,792

行旅死亡人の措置業務に従事した職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

精神病者及び行旅病人の措置業務

税務手当手当の名称

精神病者及び行旅病人取扱手当保健指導手当
市税の徴収及び滞納金処理業務

24,371

行旅死亡人の措置業務

手当の種類（手当数）
徴税手当感染病予防員手当
行旅死亡人取扱手当

市税の徴収及び滞納金処理を本務とする職員
精神病者及び行旅病人の措置に従事した職員

主な支給対象業務市税の賦課、調査、検査及び評価に係る業務市税の徴収及び滞納金処理に係る業務

4



((((4444) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当 千円千円千円千円((((5555) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成21212121年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

市外出動　1回につき750円日額　1,300円救助、捜索活動又は訓練での潜水に従事した職員

月額　5,000円月額　2,000円

支給実績（平成19年度決算） 13375,641
内容及び支給単価 国の制度と異なる内容

162
救助、捜索活動又は訓練での潜水業務

福祉事務所において福祉に係る現業の業務又は指導監督等のため対象者の訪問を本務とする職員指導主事
92,287

消防職 保育業務福祉に係る現業の業務又は指導監督等のため対象者の訪問業務
消防吏員救急、火災、救助、捜索、風水害、その他出動業務に従事した職員
指導主事業務

（平成20年度決算） 平均支給年額職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算） 国の制度との異同 支給職員１人当たり支給実績手　当　名

潜水手当
消防職員手当救急、火災等出動手当 救急、火災、救助、捜索、風水害、その他出動業務

沖縄県職員の給与に関する条例に準ずる市内出動　1回につき200円月額　4,000円保育士

支給実績（平成20年度決算）

保育手当義務教育等教員特別手当
福祉事務所従事者手当

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

5

円円
円円円

同

21,462自動車等使用者の額

内容及び支給単価 異 異なる内容
19,703

管理又は監督の地位にある職員に支給。部長62,000円、参事52,000円、課長38,000円、主幹33,000円。 棒給の特別調整額棒給月額の8～25％休日において正規の勤務時間に勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１時間につき、１時間当たりの給与額に125/100から150/100までの範囲内で規則で定める割合を乗じた額。

通勤手当
同

千円
千円千円

38,482（平成20年度決算） 475,085

01,946同
273,648休日勤務手当

夜間勤務手当
65,433
40,545

（平成20年度決算）平均支給年額との異同 千円手　当　名
正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１時間につき、勤務１時間当たりの給与額の25/100の額。宿日直手当 通勤距離が２Km以上で交通機関を利用する職員には運賃相当額（最高55,000）を支給。自動車等の交通用具を使用する職員には距離に応じて2,300円から40,000円を支給。

管理職手当

宿日直勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１回につき4,200円を超えない範囲内で規則で定める額。 異 0千円

5



円
円

５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成21212121年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）

75,664
千円

同扶養手当

議 長

同・自ら居住するための住宅を借り受け家賃を支払っている職員。家賃額に応じ最高27,000円。・新築し又は購入した住宅に居住し、新築又は購入された日から起算して５年を経過しない住宅に居住する世帯主である職員。2,500円。

扶養親族（配偶者、満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子、満60歳以上の父母等）のいる職員に支給。配偶者13,000円、その他6,500円（職員に配偶者がない場合、１人については11,000円）、16歳から22歳の子１人につき5,000円加算。
（参考）類似団体における最高／最低額579,6001,007,000706,000

50,892
869,000給 料 月 額 等

690,000 359,800
市 区町村長副市町村長

住居手当
区 分

484,000報
給料

千円

817,000 552,000

244,078
247,047

6

（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）月分月分　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）給料月額×在職年数×500/100 任期毎給料月額×在職年数×300/100 任期毎(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                              ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

273,500295,800

市 区町村長備　　　　考副市町村長退職手当
3.33.3

620,000

17,380,000円
　　（平成２０年度支給割合）

8,472,000円

560,000報酬 副 議 長議 員 　　（平成２０年度支給割合）期末手当 市 区町村長副市町村長副 議 長議 員議 長
426,000400,000

6



６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況((((1111) ) ) ) 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由 （各年４月１日現在）
人人）人人）
人（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。((((2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成21212121年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

国民健康保険業務強化
56.9主 な 増 減 理 由計 349平成20年　　　　　    　　　区分

1022
人口1万人当たり職員数

普通会計部門 11
対前年増減数職 員 数

小　計
△ 9△ 9340

[     0     ］592

340135 0
△ 8[      672        ］合　　計 [      672        ］

　公　営　企会　業計　等部　 　門 600
消防部門 60

＜参考＞

一般行政部門教育部門 135349
23小　計 60544 535 △ 902256 12411 057

人口1万人当たり職員数（類似団体の人口一万人当たり職員数＜参考＞平成21年
58.8682.18＜参考＞ 89.6（類似団体の人口一万人当たり職員数人口1万人当たり職員数

北部振興策事業業務縮小及び業務統合

99.1

7

　
～40歳 ～ ～ 計人59175 123 3人 人20歳 32歳～ ～36歳27歳～24歳

46人 48歳職員数 59歳55歳43歳 47歳 51歳 以上人 人 人 人 人 人 人39歳～ 36 46
44歳28歳

78人49 67人23歳 49未満 ～区　分 0 19 31歳 35歳 ～ ～56歳 60歳52歳20歳0

5

10

15

20

25

30 構成比５年前の構成比
%
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((((3333) ) ) ) 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況①①①①平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標人 人 人 ％（（（（参考参考参考参考））））名護市集中改革名護市集中改革名護市集中改革名護市集中改革プランにおけるプランにおけるプランにおけるプランにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））
②②②②定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要 （各年４月１日現在）（参考）数値目標

平成17年4月1日 平成22年4月1日 ５０人の純減（８％の純減）
-4 0

計画期間

増減職員数
始　期

平成22年4月1日平成17年4月1日
終　期 数値目標

純減数

２０年
622 572 50

一般行政 増減職員数 368 358 349１７年
8.0職員数 職員数

３　年　目-10

純減率

計画始期 135
１８年 １９年

136-9 -1
　　　　　　　　　区　　分部　　門教　育 １年目 ２　年　目140 136 3490 330128

１７年～２２年計―（７４％）―（４２％）
２１年４　年　目340-91350

8

（注）１　計画期間は、17年～22年の５年間である。      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以     　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              
-4 0

-5 -4
増減 -160
増減増減 1 05959 60 -160消　防 職員数職員数等 会 計公 営 企 業 3増減 254 56職員数 -13622 609 60056604計 -3 60（４２％）0600 ―（　０％） 54572―（　０％）―（６０％）571592-8
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７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況((((1111))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況ア　決算 職員給与費 　（参考）
　　　　　　　（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。      ２　職員数は、平成21年3月31日現在の人数である。② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））歳 円 円歳 円 円525,539平均月収額

35,583
団 体 平 均　　　　　　区　　分

千円　

370,362351,323基本給 564,094

174,329給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
平　均　年　齢47.0

千円　

名 護 市

年度 　　　　千円 　質収支区　　分 総費用 純損益又は実 19年度の総費用に占

45.6

％ （参考）類似団体平均
職員給与費比率

一人当たり給与費　　　　　　Ｂ／Ａ
8,192

総費用に占める
21 90,691 千円千円 　　　　　千円 千円 千円

Ａ  
　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当年度 人 千円区　　分20 職員数 11.1Ｂ　 ％期末・勤勉手当1,390,232 154,05120 　　計　　Ｂ 6,781

める職員給与費比率
134,466 6,403B/A 一人当たり給与費11.7

9

歳 円 円歳 円（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。   ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況アアアア　　　　期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当 千円　 千円　（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当 月分  月分  月分  月分（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分（加算措置の状況） （加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置・職務の級により５～15%の加算 ・職務の級により５～15%の加算（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。イイイイ　　　　退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成21212121年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分その他の加算措置 その他の加算措置　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算）47.50 59.2859.2823.50 30.5533.5047.50 59.28

団 体 平 均 ―

33.50
4.35 4.35

59.2841.34 59.2823.50 30.5559.28

370,362 564,094

41.34

事 業 者 ―45.6

名護市 名護市（一般行政職）
1,659名護市１人当たり平均支給額（20年度） 1,482名護市（一般行政職）１人当たり平均支給額（20年度）

9



ウウウウ　　　　特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成21212121年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 千円　円　％
エエエエ　　　　時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当 千円千円千円千円（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。オオオオ　　　　そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成21212121年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

13316,500 左記職員に対する支給単価支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）支給実績（平成20年度決算）職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）手当の種類（手当数）現金取扱手当 9.1 月額　1,500円
2,154

489,600千円

支給実績（平成20年度決算）職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）
主な支給対象職員

691,442現金取扱を本務とする職員 現金取扱業務手当の名称 主な支給対象業務
98

同じ手　当　名
支給実績（平成19年度決算）

管理又は監督の地位にある職員に支給。部長62,000円、参事52,000円、課長38,000円、主幹33,000円。管理職手当 内容及び支給単価
職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

2,448 平均支給年額一般行政職の制度との異同 一般行政職の制度と異なる内容 （20年度決算）支給職員１人当たり（20年度決算）支給実績

10

円
円
円円円正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１時間につき、勤務１時間当たりの給与額の25/100の額。

165,167
同じ 1,014 千円

休日勤務手当
住居手当 ・自ら居住するための住宅を借り受け家賃を支払っている職員。家賃額に応じ最高27,000円。・新築し又は購入した住宅に居住し、新築又は購入された日から起算して５年を経過しない住宅に居住する世帯主である職員。2,500円。

休日において正規の勤務時間に勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１時間につき、１時間当たりの給与額に125/100から150/100までの範囲内で規則で定める割合を乗じた額。
通勤手当

千円

千円― ―
千円 40,592

144,786
千円夜間勤務手当 同じ

扶養手当 扶養親族（配偶者、満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子、満60歳以上の父母等）のいる職員に支給。配偶者13,000円、その他6,500円（職員に配偶者がない場合、１人については11,000円）、16歳から22歳の子１人につき5,000円加算。
同じ 487―

同じ
通勤距離が２Km以上で交通機関を利用する職員には運賃相当額（最高55,000）を支給。自動車等の交通用具を使用する職員には距離に応じて2,300円から40,000円を支給。 同じ

円、課長38,000円、主幹33,000円。 2,973

―
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④④④④定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況アアアア　　　　平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標人 人 人 ％（（（（参考参考参考参考））））名護市集中改革名護市集中改革名護市集中改革名護市集中改革プランにおけるプランにおけるプランにおけるプランにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））
イイイイ　　　　定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要 （参考）数値目標

増減 -1 1 0
-10 -9 0 -9 （７４％）136 135増減 -4 0 -1136140消　防 職員数 60 59 60 60

平成17年4月1日 平成22年4月1日 ５０人の純減（８％の純減）
純減率

計画期間 数値目標始　期 終　期
622 572職員数 職員数 純減数50平成22年4月1日平成17年4月1日 8.0

349２　年　目 349教　育 職員数増減　　　　　　　　　区　　分部　　門 １７年 １８年 １９年１年目一般行政 職員数 368 358計画始期 ３　年　目２０年 ２１年 １７年～２２年
60 ― 600 （　０％）135 ― 1280 （４２％）

４　年　目 計340 ― 330

11

（注）１　計画期間は、17年～22年の５年間である。      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以     　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              
-4604 600 -8増減 -13 -52 59 57増減 -1 1 560 ― 54計 職員数 622 609 3 -3等 会 計 増減公 営 企 業 職員数 54 56 （６０％）1 （　０％）592 ― 5720 （　０％）
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